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学校法人大原学園 大原簿記法律専門学校京都校 学校関係者評価委員会は、平成 29 年度自己点検

評価報告書に基づいて実施いたしましたので、以下のとおり報告いたします。 
 
 
１．実施日 
  平成 30 年 7 月 18 日（水） 
 
２．開催場所 
  大原簿記法律専門学校京都校 2 号館 6C 教室 
 
３．参加者 
（学校関係者評価委員） 

  德元 利貴  氏（税理士法人ブレインズ 税理士、卒業生） 
  土肥 豊   氏（税理士法人メルクマール 税理士、卒業生） 
  三島 久典  氏（青山商事株式会社 京都河原町上級店長） 
  牧 隆之   氏（梅田セントラル法律事務所 代表弁護士） 
  小谷 美津彦 氏（医療法人松寿会共和病院 事務局表） 
  竹本 均   氏（株式会社 サップス） 
 （事務局） 
  山元 貴司（大原簿記法律専門学校京都校 校長） 
  今西 智也（大原簿記法律専門学校京都校 部長代理） 
  久保 和幸（大原簿記法律専門学校京都校 簿記・税理士・会計士課 課長） 
  松下 浩之（大原簿記法律専門学校京都校 ビジネス・医療・スポーツ課 課長） 
  山岸 健 （大原簿記法律専門学校京都校 法律課 課長代理） 
  前田 鷹行（大原簿記法律専門学校京都校 簿記・税理士・会計士課 課長補佐） 
  河﨑 達 （大原簿記法律専門学校京都校 ビジネス・医療・スポーツ課 課長補佐） 

  



４．会議録 
 （1）平成 29 年度の自己点検・評価の概要説明 
   重点目標として、4 点を中心に改善を図り、有為な人材育成ができていると評価 

①卒業後を意識し、実学教育と人格育成教育の充実 
②資格取得率の向上と実践的な知識習得 
③地域貢献の一環として、ボランティアへの積極参加を通じた社会性の向上 
④留学生に対する指導体制の整備と、国際化に向けた留学生との交流 

 （2）自己点検・評価報告書に基づく確認 
大項目 中項目 自己

評価
総括 学校関係者の評価・提言 No. 項目 No. 項目 

1 
教育理念・目
的・育成人材
像 

1 理念・目的・
育成人材像 5

教育理念・目的は書籍や小冊子
として全教職員に配布され周
知徹底されている。学園の特色
の一つが『三段階教育法』であ
り、これにより他の学校法人の
追随を許さない「就職」と「資
格取得」の実績を生み、有為な
産業人を育成することができ
ている。この資格取得と就職実
績をさらに向上させ、専門学校
としての基盤を強化するため
に、社会の動向を的確に見極
め、ニーズを調査・分析して事
業計画を組んでいる。 

適正に運営されている。

2 学校運営 

2 運営方法 5

学園全体の運営方針は理事
会・評議員会で、また各校の運
営方針は校長を中心とした運
営会議で定められている。それ
らに基づいて部課長会議で詳
細を決定し、その内容は全体朝
礼で告知するとともに各課で
周知徹底している 

適正に運営されている。

3 事業計画 5

学校の運営方針を反映した事
業計画は毎年度作成されてお
り、各部署では目標を達成すべ
く定期的に進捗と差異を確認
して必要な手立てを講じてい
る。 

適正に運営されている。

4 運営組織 5

理事会・評議員会で決議された
内容は、本部長・校長の下で開
催される運営会議で伝達・説明
され、部長・課長などの各階層
でも適切な意思決定が行われ
ている。また、意思決定が効率
的に行えるように、職務分掌と
責任に関する規定と各部門・各
部署の役割を明示した運営組
織図がある。 

適正に運営されている。

5 人事・ 
給与制度 5

要員計画、採用計画、教職員研
修計画を通じて、人材の着実な
確保と育成が行われている。ま
た、人事・給与に関する規定も
整備されていて、人事部および
人事委員会を中心にして適切
に運用されている。 

適正に運営されている。

6 意思決定 
システム 5

理事会、評議員会、学園本部、
学校と階層ごとに意思決定シ
ステムが確立されており、意思
決定者による決定内容はイン
トラネットやグループウェア
などを用いて速やかに伝達さ
れている。 

適正に運営されている。

7 情報 
システム 5 学校における管理システムの

多くはすでに導入されており、
適正に運営されている。



現場の業務を正確に迅速に行
うことに大いに役立っている。
また、ニーズの変化にもいち早
く対応できる体制も整ってい
る。 

3 教育活動 

8 目標の設定 5

毎年、教育課程を編成するに当
たり、卒業生の内定先企業を中
心にアンケートを実施し、教育
課程に反映させることで、時代
のニーズに合った教育を提供
している。 
また、各学科の教育目標、育成
人材像は、分かりやすい言葉
で、できるだけ具体的に示して
いる。 

適正に運営されている。

9 教育方法・ 
評価等 4

教育課程は、体系的にステップ
アップできるものになってい
る。定期的な見直しに当たって
は、卒業生、近隣住民、関連企
業等と協力した検討会によっ
ている。 
また、学生に対して定期的に授
業アンケートを実施し、講義方
法の改善をおこなっている。 

適正に運営されている。

10 成績評価・ 
単位認定等 4

成績評価・単位認定は客観的な
方法で常に明確に行っている。
毎年卒業生の入社後状況調査
を実施することで、教育カリキ
ュラムの見直しに役立ってい
る。また卒業研究については、
研究内容設定から成果評価ま
で企業に協力いただき、現在の
ビジネス現場に応じた実践的
内容で実施することができて
いる。 

適正に運営されている。

11
資格・免許の 
取得の指導
体制 

5

資格取得には万全の体制を整
えている。 

適正に運営されている。

12 教員・ 
教員組織 4

教員の確保については、常勤講
師・非常勤講師を問わず、採
用・育成・評価の各段階におい
て、目的達成のための体制がほ
ぼ出来上がっている。一部、不
十分な点を残すが今後の課題
としたい。 

適正に運営されている。

4 学校成果 

13 就職率 5

就職希望学生への就職指導に
おいては、教務及び就職専任ス
タッフが個別面談を進め、学生
個人の資質、適性及び能力と属
性を十分に考慮した指導を実
践して、入社後を見据えた業
界・職種への就職が実現できて
いる。 
また、それらの達成状況（就職
率）は学園本部で管理されてい
る。 

適正に運営されている。

14 資格・免許の
取得率 5

単なる資格取得が目的ではな
く、就職活動が有利になる資格
や資格取得後、就業できる（税
理士・会計士など）資格を厳選
している。資格取得者を多く輩
出するためにカリキュラムや
指導方法の研究も行っている。
今後も引き続き、就職活動に有
利になる資格を研究する必要
がある。 

税理士資格について、昨今の税
理士受験人口の減少を見るに、
税理士の魅力が伝わっていな
いのではないかと思う。税理士
を目指す受験生も同様に魅力
を理解していないため、学習に
対するモチベーションに繋が
っていないのではないかと思
う。 
動機づけとして、税理士業務を
行っている者からのＰＲの場
を作ってみてはどうかと思う。
内容としては、税理士業務の魅
力や勉強の仕方の講演等によ
って、モチベーションの向上に



つながるのではないかと思う。

15 卒業生の 
社会的評価 3

毎年卒業生の入社後状況調査
を実施することで、教育カリキ
ュラムの見直しに役立ってい
る。また卒業研究については、
研究内容設定から成果評価ま
で企業に協力いただき、現在の
ビジネス現場に応じた実践的
内容で実施することができて
いる。 

資格を取得していないと独占
的に行えない業務（税理士業
務）も少なくない。 
しかしながら、職業人として、
社会に貢献する点に関しては、
資格による相関関係はあまり
見られない。というのも、職場
によるコミュニケーションや
電話応対ができない新入社員
が多い。ついては、資格取得も
さることながら、ビジネススキ
ルの向上に取り組んでいただ
きたい。 

5 学生支援 

16 就職等進路 4

就職は教育の大きな目的であ
り、そのための整備はある程度
済んでいる。 
カリキュラムの一貫として就
職に関する準備が一通り行わ
れている。また、それに伴い内
定獲得とその時期も高いレベ
ルを維持している。 
今後は、内定率 100％を目指す
とともに、卒業後までを意識し
た内定後教育の充実が大きな
課題となる。 

適正に運営されている。

17 中途退学へ
の対応 4

退学率の低減は入学者の確保
と同様、事業計画における最重
要課題の１つとして取組んで
いる。学生が退学を希望するき
っかけとなる時期・理由は多様
化しており、今後は学生指導勉
強会の定期的な実施等、担当者
の更なる能力向上に向けた取
組みが必要である。 

適正に運営されている。

18 学生相談 4

学生相談については、学生のシ
グナルを担任が見逃さずにキ
ャッチし、その都度対応してい
る。また、節目ごとに全員と個
別面接を行い、今後の進路、目
標確認、悩みなどを聞きだし対
応している。その結果を指導記
録にまとめ、上司に報告も行う
などの細やかな指導を実践し
ている。 

適正に運営されている。

19 学生生活 4

より多くの学生が就学できる
ように、経済面、環境面などに
ついて支援体制を整備してい
る。 
また、ボランティア活動におい
て学生の希望者のみ学校所在
地自治体等のボランティアに
参加している。今後もニーズに
合わせ、必要な支援体制を整備
していく。 

ボランティアに参加した学生
が、当該活動の目的を理解して
いるのか気になる。 
 

20 保護者との 
連携 4

保護者への連絡については定
期的に行っている。特に、規定
の家庭宛注意文書が発送され
る前については確実に保護者
への連絡を義務付けている。必
要に応じて保護者に来校して
いただき、面接も行っている。
しかし、業務時間内に連絡を取
る事が難しかったり、理解を得
られない保護者も年々増えて
いるのが現状であり、担任の負
担が増している。 

適正に運営されている。

21 卒業生・ 
社会人 4

卒業生への支援体制としては、
担当教員を窓口に問い合わせ
に応じて対応している。担当教
員と上司や他の教員、関係部署

適正に運営されている。



間の連携により、可能な限りの
フォローアップを行い、卒業生
の満足も得られている。更なる
満足度の向上を図るために卒
業生サイトを構築し今年度の
卒業生より運用を開始する。 
また、大学卒業者や社会人など
のニーズにこたえる制度の開
発をさらに進めていく。 

6 教育環境 

22 施設・ 
設備等 4

施設・設備に関しては、ほぼ十
分な対応ができていると思わ
れる。今後もこの体制を崩さな
いように教職員の意識を高め
ながら維持していきたい。 

適正に運営されている。

23
学外実習・ 
インターン
シップ等 

4

実習等や研修の参加にあたっ
ては、事前にガイダンスや説明
会等を設け参加する目的等を
しっかりと伝えている。また、
実習・インターンシップ参加前
はトラブルにならないよう校
内において受入先を想定し、実
践トレーニングを行うととも
に目的確認を行っている。 
研修については説明会を多く
設定し事故やトラブルを防ぐ
ように努めている。 

専門的な知識、技術的な側面で
なく、人間性（人格）、人馴れ
していないと感じることがあ
る。常識的な会話部分に世代間
の隔たりがあるように思う。 

24 防災・ 
安全管理 3

保険等の加入については十分
なものになっているが、それ以
前の物的および人的な備えに
関して、これから対応を施して
いかなければならない。 

地震や集中豪雨など防災・安全
管理の意識を高める必要があ
る。 

7 学生の募集と
受け入れ 

25 学生募集活
動 5

将来を意識した学生および保
護者に対して、的確な情報を伝
え、進路選択について過ちを起
こさないようにさせたいと考
える。また、高校側に対しても
志願者について現状の認識と
将来への展望を伝え、進路選択
に役立ててもらいたいと考え
る。 

適正に運営されている。

26 入学選考 4

将来を意識した学生および保
護者に対して、的確な情報を伝
え、進路選択について過ちを起
こさないようにさせたいと考
える。また、高校側に対しても
志願者について現状の認識と
将来への展望を伝え、進路選択
に役立ててもらいたいと考え
る。 

適正に運営されている。

27 学納金 5

教育費に関しては、多くの家庭
で優先順位が高い項目になっ
ている。したがって、学費に関
しては教育材料費等と常に確
認をしながら負担にならない
金額を設定するように心がけ
ていく。また、学費納入に対し
ても滞ることがないように状
況を確認していく。 

適正に運営されている。

8 財務 

28 財務基盤 5

定員充足率は一部のコースで
減少傾向にあるものの学校全
体としては高い水準であり、財
務基盤は安定している。具体的
には、キャッシュフロー、消費
収支差額比率などの数値も良
好な値を示している。 

適正に運営されている。

29 予算・収支計
画 4

定員充足率は一部のコースで
減少傾向にあるものの学校全
体としては高い水準であり、財
務基盤は安定している。具体的
には、キャッシュフロー、消費
収支差額比率などの数値も良
好な値を示している。 

適正に運営されている。



30 監査 5

学校法人監事による業務監査
とともに内部および外部の会
計監査を受け、法令または寄付
行為への遵守と学園の財務の
適正性を、確保するようにして
いる。 

適正に運営されている。

31 財務情報の
公開 4

学園全体の財務情報はＷＥＢ
サイトで公開されているが、公
開に関する規程がないため、規
程の準備を今後進めていく。 

適正に運営されている。

9 法令等の遵守 

32
関係法令、設
置基準等の
遵守 

4

学園本部が中心となり、法令に
対して速やかに対応できる体
制を採っており、遵守に必要な
ものも文書化している。今後は
教職員および学生に対して、定
期的・継続的に実施できるよう
検討を進める。 

適正に運営されている。

33 個人情報保
護 4

個人情報保護については情報
セキュリティ委員会の下に、各
部門・各校に管理者を配して、
保護活動を徹底している。ま
た、全国会議で説明会を催すな
ど、周知徹底を図るとともに対
策の実効性を高めている。 

適正に運営されている。

34 学校評価 5

自己点検・評価報告書は申請が
あれば全項目を閲覧できる体
制になっており、ＷＥＢにも掲
載している。 
学校関係者評価は職業実践専
門課程の設置学校で実施し、そ
の報告書はＷＥＢに掲載して
いる。 

適正に運営されている。

35 教育情報の
公開 3

学校の概要や教育内容はＷＥ
Ｂに掲載しているが、教職員に
関する情報はその対象となっ
ていないので、情報公開の内容
と方法について今後改善を進
めていく。 

改善に取り組む必要がある。

10 社会貢献・地
域貢献 

36 社会貢献・ 
地域貢献 4

従来より附帯教育事業は積極
的に行っており、今後も幅広い
年齢層で様々な分野の教育サ
ービスを提供できるようにし
ていく。また、地域への貢献は
施設の提供だけでなく学校の
特色を活かしたものも提供し
たいと考えている。 
さらに地球温暖化対策は対策
効果の基となる校舎の管理運
営を徹底したい。 

京都市は体育振興会の活動（家
庭婦人の活動）が多い。大会や
練習会はあるものの、人員が不
足している。 
生涯スポーツとして学生から
社会人までの広がりもあるた
め、ボランティア参加として、
そういった中での対応もでき
るようになるのではないか。 

37 ボランティ
ア活動 4

ボランティア活動は学生の希
望者や、学校所在地自治体や病
院等のボランティアに参加し
ている。また、活動報告書によ
り個人別にボランティア時間
を把握している。 

自発的に参加しているのであ
れば素晴らしいことであり、参
加することにより自分の価値
観の変化や、気付くきっかけに
なる活動と指導があれば尚良
いと思う。 

 
学校関係者委員会総括 
自己評価結果について、企業、卒業生の視点から検証してもらい、概ね適正であると評価を頂戴した。

現状に満足することなく、社会から専門学校に求められる知識・技能教育について、より良い教育が

出来るようにとの意見も頂戴した。 
今回、ご意見を頂戴した内容を学生指導に生かし、人格形成に力を注ぐとともに、昨今の自然災害に

対する対応も急務であり、今年度の追加課題として、防災対策や、災害時等の助け合いができるよう

取り組みたいと考えている。 
 


